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1.はじめに

中央アジアのモンゴル国(以下,モンゴル)の牧

畜業は牧民が季節ごとに牧草地を移動する移動放牧

が伝統的である。移動を行うのは,降水量が年間100

-300mmと少なく気候が冷涼のため,牧草の成長力

に限界があるためである。移動先では,牧畜用と人

間用の井戸を中心とした水源,とりわけ冬季は家畜

用シェルターが不可欠であり,そのような条件が

揃った場所を季節毎に移動することで牧畜業が成り

立っている。

ただモンゴルでは,国土の90%を占める牧草地にて

牧草地劣化が発生している(UNEP2002) 。モンゴル

では人口の28%が牧草地を利用した移動放牧を営ん

でおり,砂漠化による牧草地の劣化は人々の生活に

大きな影響を与えている。

モンゴルの牧草地や井戸には所有権が設定されて

いない。理由はモンゴルの牧草地は広大で財として

の経済価値の評価が困難であること,牧草が毎年同

じように生えることを保証できないこと,牧草地が

広大であるため私有化した際の監視コストが高いた

めである。共有地としての私有化も,牧草地はOstrom

(1990)示しているような共有地利用が可能となる

条件(明確な境界がある,監視可能,利用ルールの

設定が可能等)を満たしていないため,困難である。

牧民にとっても牧草地内を移動するためのアクセス

が自由なことが重要であるため,所有権設定は重要

ではない。モンゴル国憲法でも,牧草地の私的所有

権は認められていない(上村2004)ため,所有権を
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設定し牧草地の利用を行うことは難しい。

ただ現在,牧民は自由に牧草地内を移動できるた

め,ストック外部性が発生していると考えられてい

る。ここでいうストック外部性とは,誰でも利用可

能な資源-の追加的な参入が,混雑現象のために,

その資源を利用している他のすべての生産を減らす

ことである(鬼木・双2004)。そのため,追加的に参

入する生産者が混雑による社会的費用を負担しない

ため,各生産者の私的限界利益が社会的限界便益よ

りも大きくなり,社会的に望ましい水準から見て過

剰な生産が行われている(鬼木・双2004)。また降水

量やそれに応じた牧草地資源も季節に応じて常に変

化しているため,唯一の資産である牧畜を増加させ

るインセンティブが高まりやすい。したがって,牧

草地の持続的利用を考えるためには,絶えず変化す

る牧草資源量を維持しながら,同時に一定地域-の

家畜の集中を避ける必要がある。しかし何故ストッ

ク外部性が発生している状況が容認されているので

あろうか。それら外部性を解消し,持続的な牧民社

会の構築のためには,どのような対策が望まれてい

るのかを明らかにする必要がある。

本研究は,現在モンゴルで発生している砂漠化問

題を体系的に整理するとともに,実施されている砂

漠化対策やその対策実施能力を評価することを目的

とする。そのためには,牧草地利用の背景にある牧

民の経済状況,牧草地利用による牧草地劣化の状況,

砂漠化による人間活動-の影響,そして砂漠化政策・

対策の対応を含め,牧草地利用に関わる要素を包括

的に捉える必要がある。そのため今回は,広島大学
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(出所) LEAD (Livestock, Environment and Development) Initiative, (1999)より筆者修正

図1. DPSIRフレームワーク

21世紀COEプログラム「社会的環境管理能力と国際

協力拠点」で構築した「DPSIR十Cフレームワーク

(Zhang and Fujiwara 2007) 」を用いて包括的に分析を

行う。これにより国際環境協力の観点から,砂漠化

の分野でどのような国際協力が望まれるのかという

ことに関する,政策的な示唆を提示する。

2. DPSIR十Cフレームワーク

まず分析の基本概念となるDPSIRフレームワーク

を紹介する。DPSIRフレームワークとは資源利用に関

わる要素を,稼動力(D: Driving Force)一圧力(P:

Pressure)一状況(S: State)一影響(I: Impact)一反

応(R: Response)に分割して評価する分析手法であ

り,環境の持続可能性や環境アセスメントを実施す

る際に用いられる枠組みである(LEAD Initiative

1999)。例えば,人口増加・経済成長(D)が,環境-

の圧力(P)を強化し,環境質の変化(S)という結

果を生み出し,その影響が人間の健康や生態系の破

壊,といった環境悪化現象のリスクの形で現れる(I)。

問題に対処するための対策手段が(R)であり,経済

的手段・省エネルギー等の技術発展,法制度や公害対

策計画の制定,モニタリング体制の整備等,多岐に

わたって適用されている(図1参照)。このフレーム

ワークに沿った形で, DPSIRのそれぞれの項目に適切

な指標を対応させることで,環境問題を体系的に整

理することにつながる(中山2000)。

Zhang and Fujiwara (2007)の提示したDPSIR+Cフ

レームワークを図2に示す。 Cは能力(Capacity)を意

味する要素であり,DPSIRフレームワークでは捉えら

れてこなかった政策の実施能力を明示している。こ

のモデルの特徴は,能力(C)が反応(R)と一体的

に示し,政策の実施能力を能力(C)の中の政府・企

業・市民社会で構成される社会的アクターの能力で

評価していることである。また,能力・反応に向かう

D-P-S-Iの要素は能力形成のための要素であり,そし

て形成された能力と反応それぞれもD-P-S-Iに対し

て影響を与える要因となっている。

DPSIR+Cフレームワークが　DPSIRフレームワー

クと比較して優位な点は,能力と政策を分離して議

論することで問題の所在が能力面にあるのか政策・

対策の中身にあるのかを峻別できることである。そ

の結果,環境問題の体系的な整理と対策手段の立案

を行うことができる。効果的な政策実行は,政府・企

業・市民で構成される社会的アクターが政策立案・実

行・評価といった一連のプロセスを遂行する能力を

持たなければ達成できない。政策立案の上で基本的

要素となるのが, D-P-S-Iに相当する。そして環境問

題は社会的アクターの能力を踏まえたうえでの対策

が不可欠であることから,対策の中身とその実施能

力を検討しなければならない。環境問題の要素から

対策実施とその実施能力を包括的に分析できるのが

DPSIR+Cフレームワークである。
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(出所) Zhang and Fujiwara (2007)より筆者修正

図2. DPSIR十Cフレームワーク

表1.分析で用いた指標

指標

経済成長率
稼動力 (D ) 牧民世帯数

井戸の整備状況

家畜数
圧力 (P ) 牧民 1世帯あた りの家畜数

都市周辺部での地域的過放牧

状況 .影響 (S - I 利用可能な牧草地の面積

牧草の種数とバイオマス量

反応 (R )
井戸の整備計画

税制度 (家畜税)

D PSIに対す る反応 (R ) と

その能力 (C )

井戸の適正配置に対する対応

家畜税を用いた家畜頭数増の緩和

砂漠化モニタリング

現在までに,DPSIRフレームワークで環境問題を整

理し,対策を評価した研究は,北九州市の産業公害

について分析した中山(2000)や,日本・韓国・中国の

環境問題全般について評価した松岡・朽木(2003)等

がある。しかし砂漠化問題について体系的に砂漠化

のメカニズムから対応との関係や,砂漠化対策の実

施能力についてまとめたものは存在しない。このよ

うな背景を元に,本稿ではDPSIR十Cフレームワーク

を利用してモンゴルの牧草地劣化についての構造分

析を試みるとともに,モンゴル全体の社会的アク

ターの能力を踏まえたうえで,望ましい砂漠化対策

を議論する。これにより砂漠化地域に向けた国際環

境協力の在り方を示すことにつながる。なお,本分

析で利用した指標をDPSIR十Cとの対応として,表1

にまとめた。今後はこれらの指標をもとに,モンゴ

ルでの望ましい砂漠化対策を議論する。
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3.モンゴルでの牧草地利用のおかれた状況

3.1.稼動力(Driving Forces) :牧草地劣化の背景

本研究で述べるDriving forcesとは,牧草地劣化に影

響する社会経済的要因,例えば農業分野のおかれて

いる状況やそれを取り巻くや経済状況といった背景

のことである。本研究では農業分野での経済状況や

牧畜業のおかれている状況を,モンゴルの社会経済

を示す経済成長率,牧民を中心とした就業状況を示

す牧民世帯数,牧畜業で利用するインフラの観点か

ら井戸の整備状況により示すこととする。

まず歴史的経緯としては, 1991年のソビエト連邦

崩壊,モンゴルは社会主義から民主主義-の体制を

転換し,国名も1992年にモンゴル人民共和国からモ

ンゴル国と変更した。この間モンゴル社会は混乱,

経済成長率はマイナス成長の年が続き, 1995年には

年マイナス20%を下回った(図3参照)。

また社会主義時代には国有であった家畜が, 1991

年に家畜の私有化が開始された。その結果社会経済

が混乱する中,都市部で生まれた多くの失業者層が

牧畜業に従事し,牧民世帯数が大幅に増加した(NSO

2004, 2006;図4参照)。牧民世帯数1990年は7.47万世

帯であったが, 1991年には11.49万世帯と急増した。

その後都市部での経済成長が順調に進んでいると

あって, 2000年の19.15万世帯をピークとして2005年
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には16.83万世帯まで減少した。

牧畜業を支える重要な水供給インフラである井戸

の状況も1991年以降大きく変化した。肥沃な牧草地

であっても井戸がなければ家畜は牧草地が利用でき

ないため,井戸の整備は移動放牧に依存する牧畜業

にとって不可欠である。表2に井戸の種類,また表

3にモンゴル南部ドンドゴビ県における井戸の整備

状況を示した。

近年牧草地内の井戸不足により,放牧可能な牧草

地が減少しつつある。井戸は牧畜や人間の生活に必

需品であり, 1990年代までは国が主体となり建設及

び維持管理を行ってきた。ただ1991年の民主化以降,

井戸建設・維持管理が十分行き届かず,その結果利用

可能な井戸が減少した。モンゴル国中部のドンドゴ

ビ県では, Pacific Consultants International and Mitsui

Mineral Development Engineering (2006a)によると,
1990年と比較して2005年に少なくとも58.9%のガソ

リン動力・家畜動力の井戸(2,209基中1,302基)が利

用不可能となっている。その理由は水揚げポンプの

故障などである。また伝統的な手振り井戸は1507基

あるが,多くの井戸がすでに耐用年数である20-30年

を経過しており,また約37%の井戸は塩分濃度が非

常に高いとされている。このため,ドンドゴビ県の

場合利用可能な井戸の数は76%-61%まで減少した

と考えられる。
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(出所) World Development Indicators (2005) , World Development Indicator Onlineより作成

図3.モンゴルでの国内総生産　GDP)の推移
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(出所)NSO(2004,2006)

図4.世帯あたりの家畜数と牧民世帯数の推移

表2.既存の井戸の状況
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井戸の構造の特徴
深度　　揚水量
( m)　( liter/s)

ガソリン動
力の井戸

水中ポンプかリフトポンプが設置されており,動力として
燃料(ガソリン)が必要.内部は管構造.現在は多くの井　　40-200　　2.87
戸が利用されていない.

家畜動力の回転ポンプが設置されていた.内部は管か,コ
家畜動力の　　ンクリート円柱を積み上げた構造になっている.現在家畜
井戸　　　動力ポンプが存在しないため,手掘り井戸と同様の形で利

用されている.

6-40　　　0.45-0. 79

伝統的な手
ft': 1日

7-8m程度を掘り下げ, -*蝣を積み上げて造られている.水は

人力で汲み上げている.給水能力はそれほど大きくなく,
帯水層が浅いため季節・雨量によって楊水墨が大きく変動
するが,操作に費用がかからないのが特徴.牧民が最も利
用する井戸.

2.　　　　　0.24

(出所) Pacific Consultants International and Mitsui Mineral Development Engineering (2006a)及び筆者の現地調査

より筆者作成。

表3.ドンドゴビ県での井戸の利用状況

全井戸数　　利用可能井戸数
( 1990年　　　　(2005年)

ガソリン動力の探井戸

家畜動力の井戸

伝統的な手掘り井戸

合計
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1,230

(1,507)

2,809

(荏)伝統的な手掘り井戸は,
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利用の可否が判断できない。家畜動ノ」の井戸は,家畜動ノ」のポンプは製造されていないため,水深

の浅い井戸が伝統的な浅井戸と同様に手汲み井戸の形で利用されている。

(出所) Pacific Consultants International and Mitsui Mineral Development Engineering (2006b)より筆者作成
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3.2.圧力要因(Pressures) :家畜の与える牧草地へ

の影響

3.1.に述べたように1991年以降の牧畜業を取り巻

く状況が大きく変化した結果,牧畜業が牧草地に与

える影響はどのように変化したかを概観する。本節

では,牧草地劣化に影響している圧力要因を示す。

通常では過放牧が牧草地の劣化要因に挙げられるが,

過放牧を示す継続的かつ信頼できる指標がみあたら

ないため,既存の家畜数及び家畜の種構成の変化を

代理指標として過放牧を推測する。 World Bank

(2002)も牧草地劣化の要因を示す指標として家畜数

の増加を挙げているように,圧力要因を示す代理指

標と捉えることができる。以上の理由からここでは

家畜数を基にモンゴル全体の過放牧状況を議論し,

その後都市周辺部での地域的過放牧を議論する。

家畜数は1991年以降, 1999年　-2002年を除いて

1990年代以降家畜頭数の増加が続いている(図5参

照)。特にカシミアとしての商品価値の高いヤギは近

年家畜の構成比としても非常に伸びが大きいと思わ

れる。ただ,モンゴル全体で過放牧状態にあるかど

5　　　　　03　　　　　3
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うかは,以上のデータから即座に結論付けることは

できない。モンゴル草原全体では,飼養可能な家畜

数は羊換算頭数で6,000万頭と言われる(Sherry 1996)。

羊換算頭数とは,羊1頭が1年間に必要とする牧草

要求量を1としたときに,他の家畜がどの程度の牧

草を必要とするかを示す値であり,ラクダが5,局

が7,牛が6,ヤギが0.9とされている(Sherry1996)。

この羊換算頭数では, 1995年から2000年までは6,000

万頭を超えているものの, 2001年以降は超えておら

ず, 2005年現在でも5,208万頭である。近年の家畜頭

数の増加や牧草地劣化の状況を踏まえたとしても,

家畜頭数増加そのものがモンゴル全体で飼養可能頭

数を超過していないと言える。

牧民1世帯あたりの家畜数は, 1991年に多くの牧

民の流入があった以降減少傾向にあったが, 2001年

頃から増加傾向である(図4参照)。例えば家畜数が

1世帯あたり100頭を下回わった牧民は基礎的な生

活が維持できないとされている(Pacific Consultants

International and Mitsui Mineral Development

Engineering 2006a)。 1991年4994年までは70%以上
の世帯が家畜100頭以下であったが,その割合も2005
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図5.家畜頭数の推移(種類別)
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年には57%まで減少してきた(NSO 2004, 2006)。 1990

年までは牧民1世帯あたりの家畜数が現在の2倍程

度であることを勘案すると,今後も増加が見込まれ

る。

過放牧の原因は,家畜頭数が増加傾向であるとい

うこと以外に,牧草地内の井戸不足により放牧可能

な牧草地が減少しつつあることに起因している。 3.1

でも議論したように,牧畜に必需品である井戸によ

る水供給の減少により,放牧地として利用可能な牧

草地が減少しつつある。牧民は利用可能な井戸のあ

る地域に移動しつつある結果,牧草地の利用に関し

て,低利用地や未利用地と,高密度での利用地-と

利用が分かれつつある。すなわち,一定地域-の家

畜の集中によって牧草地の劣化が進行しつつあると

考えられる(国際協力事業団2003)。

また,統計資料には見られないが,一定地域の家

畜の集中も過放牧による牧草地劣化を引き起こす要

因となると考えられる。鬼木・双(2004)はモンゴル

中部の家計調査を行い,都市周辺部に牧畜民が集中

することで,都市周辺部での地域的過放牧が発生し

ていると指摘している。またBedunah and Schmidt

(2004)は,モンゴル南部でのインタビュー調査を

もとに,放牧圧は都市部で大きいと述べている。

以上において過放牧の要因は,家畜頭数の増加

そのものではなく,井戸の減少による家畜の地域的

集中であることを示した。また都市周辺部での過放

牧が起こっている可能性も議論した。以下では過放

牧の結果,砂漠化がどの程度発生し,結果どのよう

な影響が出ているのかを議論する。

3.3.状態(State) :牧草地の状態,及び影響

(Impact) :牧草地劣化による牧民及び生態的影響

ここでは過放牧により発生した牧草地の状態

(State)とその影響(Impact)を述べる。砂漠化は,

どのような指標を以て砂漠化と示すのかという決

まった指標がないため,牧草地劣化の程度は各研究

者の目視や衛星写真を用いた値で示されている。例

えばNSO他(2000)は1996年の土地管理局調査を元に,

牧草地面積の7.3%, 859.45万haが劣化していると述べ

ている。またHuangandSirgert (2006)はリモートセン

シングを用いて,モンゴルの国土の73万kmZが砂漠化

リスクの状況にあると示した。 Adyasuren (2005)は
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衛星及び実地調査に基づいて, 1990年から2002年に

かけて牧草地劣化面積は28.6%増加したと述べてい

る。衛星写真を用いた資料ではないが, UNEP(2002)

ではモンゴル国土の90%は砂漠化の被害を受けやす

い状態にあり　70%は既に一定程度劣化していると

記述している。砂漠化の実態を明確に指し示すのは

困難であるが,多くの研究が砂漠化は進んでいると

の認識を示している。

砂漠化が牧草地利用に関してどのような影響を与

えているかを示すため,利用可能な牧草地の面積を

例に示す。図6にゴビ地方3県で利用可能な牧草地

の推移を示す。 1990年と2005年を比較するとモンゴ

ル国ドンドゴビ県,ドルノゴビ県,ウムヌゴビ県で

それぞれ新たに　　7%の牧草地が未利用地・低利

用地となっている(Pacific Consultants International and

Mitsui Mineral Development Engineering. 2006b) 。利用
可能な牧草地が減少した結果,低利用地や未利用地

と,高密度での利用地-と利用が分かれる結果につ

ながっていると思われる。

砂漠化による牧草地の質的な変化を示すため,草

本の組成とバイオマス量の指標を用いて検討を行っ

た。生態的な影響としては, Fernandez-Gimenez and

Allen-Diaz (2001)が井戸からの距離と,草本の組成と

バイオマス量を計算し,井戸に近い場所,つまり放

牧圧の高い場所ほど,砂漠ステップの場合は牧草バ

イオマスが少ないということを示している(図7参

照) 。 Fernandez-Gimenez and Allen-Diaz (2001)の結果

はさらに,放牧圧の高い場所では家畜が選好する牧

草を選択的に利用されることで,それらの牧草の量

が減少し,結果バイオマスが減少したことを示唆し

ている。
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図6.ゴビ3県の未利用地・低利用地の分布
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(荏)井戸からの足巨離,種数,バイオマス共に平均値。

(出所) Fernendez-Gimenez and Allen-Diaz (2001)より筆者作成

図7.過放牧による植物組成とバイオマス-の影響

3.4.反応(Response) :牧草地保全に向けた対策

モンゴル政府が実施している砂漠化政策,あるい

は実施を試みている政策を反応(R)として以下に提

示する。反応(R)を説明するために,井戸整備にか

かわる国家活動計画と税制度の指標を用いた。

モンゴルでは第一に1990年代以降減少しつつある

井戸の修復・新設し,家畜の分散を図ることの必要性

が,政府の活動計画にも盛り込まれている。例えば,

モンゴル国家活動計画(2004-2008)において,機械

式井戸を1,900基修復し800基掘削するという目標が

掲げている(Government of Mongolia 2004)。それに関

連して2003年に国会決議された農牧業政策の中でも,

食料農牧省が出している2005年の活動計画では,牧

草地の井戸や水源地の有効利用や私有化を推進する

ことが盛り込まれている(Ministry of Food and

Agriculture 2006) 。

数値目標として示されているものは機械式井戸に
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ついてだけであるが,手振り井戸の供給を増やす活

動も実施されている。例えば2002年モンゴル国食料

農業大臣の政令で「手振り井戸コンテスト」が発令

されており,未利用地で手振り井戸を多く整備した

牧民やバグ(柿)に対して懸賞金が支払われる仕組

みになっている(Pacific Consultants International and

Mitsui Mineral Development Engineering 2006a) 。これ

らの政策がどの程度実施され,効果を上げているの

かが未知数であるが,モンゴル政府が井戸整備に対

して必要性を示していることの例となるだろう。他

の対策として,税制度の利用により,牧民が家畜を

所持するインセンティブを低下させる方法が考えら

れる。例えばモンゴルでは牧民-の税制として家畜

税が設定されている(表4参照)。 2002年の所得税法

改正により,牧畜民-の家畜課税の方法が変更され

た。なお,家畜税は所得税の1つとして分類されて

いる。ただ,課税対象となる牧民の所得や流通ルー

トを政府が把握することは困難であるため,実際は

ストックである12月の家畜センサスの際の家畜数に
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羊換算頭数を掛け合わせたものが利用されている。

ここから世帯控除が除かれた後,県ごとに定められ

ている一頭あたりの課税額を掛けて算出される。羊

の1頭あたりの牧草必要量をもととした羊換算頭数

と比較すると,課税水準の羊換算頭数はヤギが重く

課税されている(牧草必要量では羊換算頭数で0.9頭

だが,課税水準では1.5頭)。そのためヤギの頭数を削

減するように政策的に示されていると考えられる。

4. DPSIR+Cフレームワークを踏まえた砂漠化対策

の評価

以上の砂漠化にまつわる状況を踏まえた上で,堤

状の砂漠化対策をDPSIR十Cフレームワークを利用し

て検討を行う。特に稼動力(D: DrivingForce),圧力

(P: Pressure),状況(S: State),影響(I: Impact)そ

れぞれに対して反応(R: Response)がどのようにな

されているのか,そしてその実行能力(C: Capacity)

を評価する。

表4.家畜税

a)課税単位

羊換算頭数.課税する際は、各世帯の所持する家畜数を種類別に,ヤギは羊1.5頭に,
局,午,ラクダはそれぞれ羊5頭に換算する.

b)課税控除

Ia)で求めた世帯の羊換算頭数から,家族の構成員-人当たり20頭を控除する.

控除後の頭数が,課税基礎となる家畜換算頭数となる.

C)課税額:
県ごとに,首都からの距離に応じて変化.課税基礎頭数に以下の値を掛け合わせるこ
とで課税数を示す.

1羊1頭あたり100トウグリク

ーウランバートル,トウブ,オノン,ダルハン・ウール,セレング

ー羊1頭あたり75トウグリク

ーアルハンガイ,バヤンホンゴル,ブルガン,ドルノド,ドンドゴビ

ーフブスグル,スフバートル,ウムヌゴビ,ウブルハンガイ,ドルノゴビ

-ゴビスンベル, -ンティ

ー羊1頭あたり50トウグリク

ーバヤンウルギ一,ゴビアルタイ,ホブド,ウブス,ザブハン

(出所)吉野・ジャミヤンガンバト(2006)と筆者の調査を基に元に,筆者作成
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4.1.稼動力(DrivingForces)への反応とその実行

能力

本研究の対象に関する稼動力の対応としては,井

戸供給の改善が第一である。 3.1.で示したとおり,井

戸による水供給の減少が残りの井戸-の牧民の集中

を招き,それら周辺で過放牧が生じたと考えられる。

井戸の供給増加は家畜の放牧可能範囲・利用可能な

牧草地を拡大することが見込まれるため,井戸の適

正配置が牧草地保全,ひいては砂漠化対策における

最優先の項目となりうる。その上で,井戸供給を大

幅に増加させることは地下水の過剰利用にもつなが

りかねないため,適切な井戸の数及び質を吟味する

必要がある。

これらの対策を実施するモンゴル政府の実施能力

を検討する。モンゴル政府は大雑把に井戸修復の必

要性を把握はしているが,具体的にどの程度が必要

であるのかを把握していないと考えられる。 2.4で述

べたようにモンゴル国家活動計画では機械式井戸を

1,900基修復し800基掘削するという目標が掲げてい

る(Government of Mongolia 2004)が,何故これほどの
井戸が必要なのか,またこれで十分なのかどうかも

言及されていない。井戸修復の必要程度やそれら修

復の実現可能性に応じた井戸の設置の是非を検討し

なれればならないが,このような議論は地方政府レ

ベルでも行われていない。

次に牧民の井戸修復の実施能力を検討する。牧民

の場合,井戸-の投資意欲そのものが低い。鬼木・双

(2004)がモンゴル中部で行ったアンケート調査に

よると,過去井戸-の投資を行った牧民は中国内モ

表5.手堀り井戸として修復可能性がある井戸

ンゴルでは77.9%に達するにも関わらず,モンゴルで

は38.3%と低い。これは井戸の排他的利用権が存在し

ないためと考えられる。井戸の所有権は,国有とさ

れているが,通常は使用する牧民が自主的に管理を

している。牧草地がオープンアクセス可能な財とし

て利用されている以上,その牧草地にある井戸も同

様の使われ方をする可能性がある。そのため,井戸

修復を推進するためには,井戸修復を行うことの利

益が修復した牧民に帰属するように,牧民に排他的

利用権や遺贈権を与え,井戸投資-向かわせること

が望ましい。つまり井戸修復事業-の割引率を低く

し,長期的な投資意欲を高めることで対策の実施能

力を高められる可能性がある。

筆者による試論として,ドンドゴビ県サイツァ

ガ-ンハーン郡での修復の必要のある井戸数を表5

に示す。修復する必要性があるのは,水深が4mより

浅い家畜動力で利用されていた井戸と伝統的な浅井

戸である。これらを手汲み井戸として使用可能にす

るのが望ましい。手汲み井戸はメンテナンスの手間

が機械式と比較して簡易であり,移動放牧する牧民

にとっては非常に利用が容易である。利用可能な手

汲み井戸の増加させることで,利用可能な牧草地の

範囲を広げ,結果過放牧を抑え牧草地保全を行うこ

とが可能になる。注意すべきこととしてこの試算は

実施可能性の面から得られた値であり,牧畜数と既

存井戸供給数から積算した値ではない(現在井戸の

ない場所での新設は,水源探索から実施する必要が

あるため費用負担が増加する)。政府(地方政府)が

牧民と協働してどの程度の井戸が必要なのかを精査

する必要があるだろう。

(ドンドゴビ県サイツァガ-ン--ン郡)

数　　　　　　　　　　　　　　理由
水深が4mより浅い. 67基のうち1986年以前に作られ

現在使用中の家畜動力井戸　　67　　た井戸は52で全体の78%を占める.井戸用のポンプ

が製造中止で家畜動力としては修復不可能.

芸票害していない家畜　6　禁が4mより浅く,手汲井戸として利用可能性があ

伝統的な手堀り井戸　　　　112
1970-80年代以降建設が低調であり,現在多くの井

戸が更新期を迎える.

合計　　　　　　　　　　　　　185

(荏)現在井戸が全くない場所での手塀り井戸建設は考慮していない。

(出所) Pacific Consultants International and Mitsui Mineral Development Engineering (2006b)をもとに筆者作成
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4.2.圧力要因(Pressure)への反応とその実行能力

上記において,家畜数の増加やそれに伴う地域的

過放牧が牧草地劣化の原因であることが述べたが,

現実に家畜数を強制的に削減することは難しい。牧

畜業が主要である農牧業はCDPの2割以上,世帯数

の3割弱を占めるため,経済的な打撃が大きいから

である。食品加工や羊毛加工など関連産業を含める

と,影響はもっと広範囲に及ぶと考えられる。そも

そも牧草地の劣化は地域的現象であり,家畜頭数増

加そのものがモンゴル全体で飼養可能頭数を超過し

たため牧草地劣化が発生したとは言えない状況であ

る。よって,地域的に過放牧が発生している地域で,

家畜数の増加傾向を緩和する方策を検討する。

過放牧が発生した発端が都市部での失業者増大と

考えられるため,都市部での雇用吸収力を高めるこ

とが牧民の数を減少させることにつながると思われ

る。しかし近年は1人あたりの家畜所有数が増大し

ており,今後も増大が見込まれる。よって,都市部

の雇用吸収力を増大が家畜数を減少させるかどうか

は未知数である。よって今回は家畜数を減少させる

インセンティブとして,家畜税を利用する方法を事

例として挙げる。

毎年12月にモンゴル政府は,家畜頭数の全国調査

を行っている。そのため,家畜頭数のカウントは正

確に実施されており,家畜税も,ほぼ全ての牧民が

支払い,収納率は100%に近い水準であるとされる(筆

者のドンドゴビ県での調査より)。そのため収納の問

題は見当たらない。

しかし,モンゴル政府は家畜税の適正な負担水準

を定める能力に問題があると考えられる。モンゴル

ゴビ地域でのヤギ一頭の家畜税は約IOOTg (1円
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=10.37tuglig;NSO2006)であるものの,カシミアは一

頭から200-300g, lO.OOOTg程度の収入を得ることが

できるため,税負担は収入の1%程度と考えられる。

会社労働者と比較しても,牧民-の税負担の低さが

認められる。表6に会社労働者の所得税水準を示し

た。これによれば,労働者層の所得税が収入の最低

10%以上である。家畜税が家畜ストックに掛けるも

ので,所得税が収入に掛けるもののため厳密な比較

はできないが,家畜税の水準が非常に低いことが示

唆される。

現在地域的過放牧に対する対策は実施されておら

ず,今後牧民に対して家畜数の増加ではなく質の向

上につなげるインセンティブを牧民に与えるために

も,地域的過放牧が発生している地域では増税を検

討するべきであると考えられる。

4.3.状態(State),影響(Impact)への反応とその

実行能力

モンゴル政府にとって,政府の砂漠化モニタリン

グの面の強化,特に砂漠化や牧草地劣化の状態の時

系列的に把握することが,砂漠化対処能力の向上に

不可欠である。そしてそのモニタリングの結果を政

策の場に生かすことが不可欠である。モンゴル国統

計局は1996年の土地管理局調査を元に,牧草地面積

の7.3%, 859.45万haが劣化していると述べている

(NSO他2000)が,その結果がどのように政策に向け

て生かされているのかが不明である。

現在モンゴル政府が定期的に集めている牧草地の

質を示す指標は,牧養力(CarryingCapacity)と呼ば
れるものである。モンゴル自然環境省の研究所であ

る　National Agency for Meteorology, Hydrology and

表6.給与所得者の課税所得の定義と課税率

(主たる就業先)課税所得=給与収入一社会保険料

課税率　年間課税所得の範囲が0-240万Tuglig以下の人は10%

240万-480万TugUg以下の人は240万Tugligを越えた部分の20%十24万TugUg

480万TugUgを超える人は、 480万Tugligを超えた部分の40%十72万Tugllg

基礎控除課税所得から年間4万8000TugUgが基礎控除として免除

※副業他社から受け取る給与所得に対してその所得に10%を課税する.

(出所)吉野・ジャミヤンガンバト(2006)
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Environmental Monitoring of Mongolia (NAMHEM)は

毎年8月上旬に,牧草のバイオマスを元に家畜の飼

養可能頭数を計算しており,その値を元に次の冬季

の家畜数を比較し過放牧か否かを示している。これ

はモンゴルの県より下の行政組織である郡レベルの

データもあるため,大雑把な牧草地劣化の状況を示

すことが可能である。ただ, NAMHEMの示した牧養

力は,食料農牧省の政策の中で牧養力を牧草地の状

況を示す基本データとは位置づけられていない。牧

養力という指標を用いて牧草地のモニタリングする

能力は備わっているものの,その結果が政策判断の

場と離れていることに問題の所在がある。モニタリ

ングと政策判断を結合することが望まれる。

すでに劣化した牧草地を回復する施策は,例えば

牧草地-の牧草種子の散布や,牧草地を柵で囲い散

水を行うことが考えられる。これらの対策はあくま

でも対症療法であり,根本的には地域的過放牧やそ

れらの背景となる要因-の対応が不可欠である。ま

たモンゴル草原は降水量が少なく牧草地の生産力が

少ない分,肥料を散布して生産力を上げることは難

しい。

5.結論

本研究では,モンゴルの砂漠化問題を体系的に整

理し,必要な砂漠化対策や現在のモンゴル社会の

持っている対策実施能力をDPSIR十Cフレームワーク

を用いて評価した。特に,牧草地利用の背景にある

牧民の社会経済状況,牧草地利用による牧草地劣化

の状況,砂漠化による人間活動-の影響,そして砂

漠化政策・対策とその実施能力を含め,牧草地利用に

関わる要素を包括的に捉えて検討を行った。

モンゴルでは牧草地内での井戸の減少や放棄によ

り牧草地として利用可能な場所が減少した。また家

畜の私有化や牧民の急増に伴い家畜頭数が急増した。

それにより牧民にとって利用可能な牧草地を減少す

るとともに,特に井戸周辺で地域的過放牧が発生し

た。モンゴル政府は井戸供給増加を実施する意向を

示しているものの,牧民が自主的に実施するインセ

ンティブを作り出すのは,現状では不十分である。

また一般の会社員と比較して牧民の所得税である家

畜税の水準が低く,現状では家畜数を減少させるイ

ンセンティブに乏しいことから,過放牧地域では家

畜税の上昇が対策として挙げられるとの示唆を得た。

そして政府が牧草地劣化の状況を経年的に把握する

と共に,得られたデータを政策判断・実施の姐上にあ

げることの必要性を確認した。

今回提示した政策・対策やそれを担う社会的アク

ターについては,主に政府と牧民(市民)を取り上

げてきた。効果的な牧草地保全のためには,政府と

牧民の協働が不可欠だが,移動放牧をおこなう牧民

を組織化するのは困難である。そのため,まずは牧

民の井戸建設による井戸利用権の貸与といった施策

により,牧草地保全意識向上を高めていくことが最

初のステップになり得ると考えられる。政府と牧民

が協働して牧草地保全,ひいては砂漠化対策を行っ

ている地域に対して,重点的に支援を行うのが望ま

しい。

国際環境協力の観点からはDPSIR十Cフレームワー

クで社会的アクターの行う対応(R)とアクターの能

力(C)を分けて議論し,対応(R)に対して援助す

るのか,能力(C)の向上に向けた援助を行うのかを

吟味する必要がある。例えば,井戸の修復を行い利

用可能な牧草地を広げることを検討する場合,まず

現状把握として政府・牧民の能力に問題があるのか,

現状の修復計画に問題があるのかを分けて検討する

べきである。そして修復計画に問題がある場合は,

政府の井戸整備計画マスタープラン作成を支援する

ことが考えられる。またマスタープランを実行する

能力に問題がある場合は,能力のどのような要素が

欠けているのか(人材,技術,知識など)を検討し

て支援するのが望ましい。

本研究では,定性的な検討を主眼としているが,

今後はより定量的な分析による検討を試み,頑健な

結論を得ることに挑戦していく所存である。
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